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研究成果の概要（和文）：中世の荘園制において、農業経営に責任を負った地主（名主等）の請求権は活発に売
買された。この請求権の売買契約である売券（ばいけん）価格、すなわち地価に大きな地域差があることは既に
知られているが、価格差の要因は解明されていなかった。本研究は、生産性の上昇に伴って地主が稼得すること
が認められていた加地子（かぢし）が売券価格を決めていたとする仮設を立て、データベースを構築した。構築
されたデータベースを用いて分析した結果、売券価格と加地子とが統計的に有意に正相関していることが確認さ
れた。さらに、荘園領主に納付される税（年貢）と加地子の関係を調べたところ、有意に負の相関関係が見られ
た。

研究成果の概要（英文）：Under the manorial system in medieval times, claims of landlords who were 
responsible for management of farming were actively traded. While it has been known that the 
landlords' claims prices, or land oprices, varied, the causes of of the variances have not been 
addressed. We hypothesized that the landlords' claims depended on "additional return on land 
(kajishi)" that accrued to landlords, and constructed a database. Statistical analyses of the 
database revealed that prices of landlords' claims were indeed statistically significantly 
positively correlated with land prices. We next studied the relationship between land taxes paid to 
manorial lords and returns earned by landlords and found that manorial lords' land taxes and 
landlords' returns were statistically significantly negatively correlated.

研究分野：専門分野:取引システム,経済史,開発経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
私たちは、中世荘園制における地価を、地主の投資収益である加地子によって説明できるとする仮説を実証すべ
く、データベースを構築、分析し、その仮説を統計的に有意に支持する結果を得た。一方、荘園領主が収取する
年貢と、地主が収取する加地子との間には、統計的に有意な負の相関関係があることが判明した。すなわち、中
世荘園制において、荘園領主と地主は分配をめぐってゼロサムの関係にあった。中世の農地価格は、農業生産性
の向上による加地子の上昇だけでなく、生産性上昇分を荘園領主と在地の地主のどちらが稼得するのかにも依存
していたことが予測される。中世の農地市場に客観的な分析基準を適用することに成功したと言えよう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 中世の統治と生産の仕組みであった荘園制の下において、農業の経営は地主層（名主
みょうしゅ

等）に

委ねられた。下作人や請作人と呼ばれる耕作者層と有期の耕作契約を結び、耕作者から年貢と自

身が受け取る地代を収取し、年貢を荘園領主に納付することがその職責である。この地主の債権

は投資対象として活発に売買されていた。農業は必ずしも子々孫々まで同じ田を耕し続ける営

みとは限らず、インカムゲインやキャピタルゲインを稼得するための資産投資でもあった。この

売買契約である売券
ばいけん

の価格分布を調べた貴田(2017)は、その地域間の価格差が極めて大きいこと、

その価格差は土地生産性によっては説明できないことを指摘した。 

 農地価格（売券価格）の決定要因については、小作料、すなわち、地主にとってインカムゲイ

ンである加地子
か ぢ し

によって決まっていたとする浦長瀬(1993)の説がある。貴田(2017)も、特定荘園

内においては、売券価格と加地子の間に正の相関関係が見られたことを指摘している。しかし、

荘園、地域を跨いだ価格差が加地子と関わっているのか否かは解明されていない。 

 農地価格は、山城国を始めとする近畿の先進地方が高かった。しかし、近畿地方の農地価格と

遠隔地方の農地価格との差は、両者間の農業生産性（土地生産性）で説明できる幅をはるかに超

えている。これが、貴田(2017)が提起した論点である。 

 

２．研究の目的 

 しかし、仮に、浦長瀬(1993)が指摘した通り、投資家である地主同士が売買の約定に同意する

売券価格が加地子によって決まっていたとすれば、売券価格差が土地生産性の差を超えること

自体は不思議ではない。日本の農業は、先進地である畿内においては 14世紀頃、後進地におい

ては 15～16世紀に、それまでの粗放的な経営から、土地生産性を高める集約的な経営に転換し

た。粗放的な農業の時代には、耕作者である下作人
げさくにん

や請
うけ

作人
さくにん

はもとより、営農を指導する地主層

も流動的であった。粗放的な米作の時代には、同じ圃場に毎年、作付けすることは一般的ではな

く、連作によって土地生産性が下がってゆけば、休耕したり、耕作を放棄したりして次の圃場に

移動した。耕作放棄地となり、雑草が茂って年月を減ると土地生産性は回復するので、そうした

耕作放棄地を改めて「開発」した。しかし、開発の容易な河川中流域における沖積平野の開発が

終わると、土地は相対的に稀少な資源となった。これにともない、日本の農業は集約的な営農に

転換した。地主と耕作者が共に定住し、村を作り、同じ圃場を毎年、耕作する満作を行い、土壌

改良によって土地生産性を持続的に高めてゆく、現在の日本の農業につながる営農への移行進

んだのである（西谷、2017）。 

 土地生産性の上昇は追加的な収穫をもたらす。この部分が、小作人から地主に支払われる小作

料を増大させた。土地生産性の増加は、追加的な土地の収益、すなわち加地子として、営農に責

任を負う地主の得分
とくぶん

となったのである。農業所得の分配は、13 世紀頃までは領主と地主および

耕作者を合わせた農民との間で概ね 1:1程度であったが、農業集約化が進むと加地子が増え、農

業所得の分配は、14世紀以降は、領主：地主：耕作者＝1:1:1に近づいていく（西谷、2006；西

谷・中林、2017）。 

 すなわち、地主の得分である加地子は、農業集約化にともなう追加的な収益として成立してお

り、農業集約化以前と以後とでは、土地生産性の差以上に、農業生産物に占める加地子の割合の

違いは大きかったはずである。地主が加地子収入のために農地に投資していたならば、先進地域

と後進地域の売券価格差が、それぞれの土地生産性の差を上回ることは不思議ではない。そこで、

私たちは、改めて、農地価格は加地子によって決まっていたとする浦長瀬説を検証することを目



的に設定した。 

 

３．研究の方法 

 貴田(2017)はまとまりのある貴田による売券データベースを分析したものであるが、貴田はデ

ータベース構築に当たって加地子を採録していない。そこで私たちは、電子的に閲覧可能な全て

史料から「加地子」の記載のある売券と年貢弁済状を採録したデータベースを作成することにし

た。具体的には、国立国会図書館が提供する「次世代デジタルライブラリー」に収録されている

『大日本史料』、『大日本古文書』、『古事類苑』、そして京都府立京都額・歴彩館が公開している

「東寺百合文書」を悉皆調査し、「加地子」の記載のある売券のデータベースを構築することに

した。 

 

４．研究成果 

1176年から 1518年まで 136券の売券または年貢弁済状を採録した。しかし、このうち、売買

価格と加地子の両方を記載している売券は 24件にとどまった。この 24件を分析したところ、売

券価格(price)と加地子(return)との間には、予測通り、正の関係があり（図 1）、また売券価格を加

地子に線形回帰させると統計的に有意に正の係数を得た。この関係は、反別売券価格と反別加地

子の間においても変わらなかった。浦長瀬説を支持する結果となった。 

 

図 1 

 

一方、年貢と加地子の両方が分かる場合について、加地子(return)を荘園領主に納付される年貢

(tax)に線形回帰させると、年貢は負に有意の係数を持った。図 2 に示す通り、この推定結果は、

高年貢かつ低収益の物件群と、低年貢かつ高収益の物件群の関係を捉えている可能性があり、解

釈には注意が必要である。しかし、いずれにせよ、土地生産性の上昇にともなって加地子だけが

増える、または加地子と年貢の両方が同程度に増加する関係だけでなく、追加的な生産物の分配

を巡って荘園領主と地主がゼロサムゲームをプレイしていたことを想像させる結果となった。 

中世における集約化農業への転換については、上に述べた要素賦存によって説明する仮説に



加えて、公田官物率法
こうでんかんもつりっぽう

による国衙領の徴税強化を重視する仮説もある（佐藤、2023）。国衙領の

年貢はその後荘園領主に継承される。表本数が少ないため、断定的な言い方はできないが、公田

官物率法が高年貢低収益の均衡をもたらしたショックとして作用した可能性は排除できないか

もしれない。 

 

図 2 

 

 上記の通り、本研究は計画に沿ってデータベースを構築し、仮説を実証的に検定し、仮説を支

持する結果を得た。とはいえ、標本数が少ないことは否めない。電子化された史料は調べ尽くし

たので、今後は、電子化されていない紙媒体史料の売券史料を入力し、データベースを拡張した

い。また、年貢と加地子の負相関、ないしは、低年貢・高収益均衡と高年貢・低収益均衡への分

解は、本研究の計画時点には予想しておらず、本研究の進捗によって新たに発見した事実である。 

 農地価格と加地子の正相関、加地子と年貢の負相関からは、年貢が、加地子の押し下げを通じ

て農地価格を押し下げた可能性が示唆される。しかし、「加地子」を含むことを制約条件として

構築した本データベースには、年貢と農地価格を含む標本がない。「加地子」を含まないが、年

貢額と農地価格を含む売券は存在するかもしれない。その再調査も、今後の課題である。 
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